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提出会社の状況 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」について

は記載しておりません。 

２．売上高の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社は関連会社を有しておりませんので、「持分法を適用した場合の投資利益」欄は「－」で表示しており

ます。 

４．第34期の１株当たり配当額には、記念配当10円が含まれており、第35期における１株当たり配当額には、特

別配当10円が含まれております。 

５．第34期及び第35期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 

売上高（千円）  49,257,137  48,333,260  49,766,610  54,632,647  58,649,620

経常利益（千円）  5,541,918  4,238,835  4,319,649  4,847,739  5,118,582

当期純利益（千円）  2,751,966  2,077,257  2,153,209  2,284,397  2,558,137

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
 －  －  －  －  －

資本金（千円）  3,750,450  3,750,450  3,750,450  3,750,450  3,750,450

発行済株式総数（株）  9,781,600  9,781,600  9,781,600  9,781,600  9,781,600

純資産額（千円）  24,225,784  25,854,157  27,499,266  29,344,662  31,381,766

総資産額（千円）  40,262,021  45,248,849  46,257,473  48,841,971  52,985,272

１株当たり純資産額（円）  2,543.84  2,714.83  2,893.67  3,087.88  3,292.31

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額）

（円） 

 

 

50

(25)

 

 

50

(25)

 

 

60

(25)

 

 

60

(25)

 

 

60

(30)

１株当たり当期純利益金額

（円） 
 286.08  218.12  226.17  240.38  269.19

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
 286.06  218.11  －  －  268.30

自己資本比率（％）  60.2  57.1  59.4  60.0  59.0

自己資本利益率（％）  11.8  8.3  8.1  8.0  8.4

株価収益率（倍）  7.4  9.1  7.1  7.3  8.1

配当性向（％）  17.5  22.9  26.5  25.0  22.3

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
 4,345,224  3,424,405  4,284,186  5,389,631  4,722,209

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
 △4,754,586  △4,594,773  △2,973,594  △2,550,756  △3,321,354

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
 47,995  1,377,128  △1,267,026  △2,505,894  △837,442

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
 875,372  1,082,132  1,125,697  1,458,677  2,022,090

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

 

 

2,923

(4,925)

 

 

3,103

(5,143)

 

 

3,230

(5,043)

 

 

3,673

(5,626)

 

 

4,027

(5,601)

－1－



 当社の代表取締役会長であります田島憲一郎が、昭和46年11月に、堺市堺区に「新海商運株式会社（本社 大阪市

浪速区：田島憲一郎の父、田島新一郎が設立した会社）」の営業所で、地元荷主数社を確保して、貨物自動車運送事

業を始めました。しかしながら、企業荷主の荷物を運搬する貨物自動車運送事業は競合も激しいため、当時、徐々に

需要が顕在化してきた不特定多数顧客（主として個人）を対象とする「引越」に着目し、引越市場の成長を予測して

引越の受注を事業の中心とする「株式会社アーイ引越センター（貨物利用運送事業）」を昭和54年９月に設立いたし

ました。 

 その後、平成２年10月１日を合併期日として、「八洲運送株式会社（現当社代表取締役会長が経営する会社、資本

金4,000千円）」に形式上吸収合併、同時に商号を「株式会社サカイ引越センター」とし、引越専門の運送事業会社

として現在に至っております。 

  

２【沿革】

年月 事項 

昭和54年９月 貨物自動車取扱事業を目的として、資本金2,000千円にて、株式会社アーイ引越センターを設立

（本社所在地：大阪府堺市老松町（現堺市堺区）） 

昭和56年５月 商号を株式会社堺引越センターに変更 

昭和57年４月 八洲運送株式会社（本社所在地：大阪府東大阪市）の株式を取得し子会社とする 

昭和59年５月 神戸市兵庫区に神戸支社を開設 

昭和59年６月 京都市伏見区に京都支社（現京都北支社）を開設 

昭和60年12月 大阪府高槻市に北大阪支社を開設 

昭和61年７月 横浜市鶴見区に横浜支社を開設 

昭和63年５月 名古屋市中川区に名古屋支社（現名古屋西支社）を開設 

昭和63年９月 本社を大阪府堺市石津北町（現堺市堺区）に移転 

平成元年１月 福岡市東区に福岡支社を開設 

平成元年５月 奈良県大和郡山市に奈良支社を開設 

平成元年９月 東京都北区に東京支社（現東京北支社）を開設 

平成２年10月 八洲運送株式会社を存続会社、株式会社堺引越センターを消滅会社として、両社は合併（合併比

率１：１）し、同時に、商号を株式会社サカイ引越センターに変更 

平成４年８月 和歌山県和歌山市に和歌山支社を開設 

平成５年１月 岐阜県岐阜市に岐阜支社を開設 

平成５年５月 静岡県静岡市（現静岡市駿河区）に静岡支社を開設 

平成６年２月 滋賀県草津市にびわこ支社を開設 

平成６年９月 岡山県岡山市（現岡山市北区）に岡山支社を開設 

平成７年１月 千葉市中央区に千葉支社を開設 

平成８年６月 埼玉県与野市（現さいたま市）に大宮支社を開設 

平成８年７月 広島市南区に広島支社を開設 

平成８年10月 大阪証券取引所市場第二部に上場 

平成９年６月 愛媛県松山市に松山支社を開設 

平成９年10月 株式会社新世紀サービス（現在、非連結子会社）を設立 

平成10年５月 群馬県高崎市に高崎支社を開設 

平成10年７月 香川県高松市に高松支社を開設 

平成11年７月 三重県四日市市に四日市支社を開設 

平成12年12月 仙台市宮城野区に仙台支社（現仙台中央支社）を開設 

平成13年５月 新潟県新潟市（現新潟市東区）に新潟支社を開設 

平成13年７月 栃木県宇都宮市に宇都宮支社を開設 

平成13年８月 熊本県熊本市（現熊本市東区）に熊本支社を開設 

平成13年10月 鹿児島県鹿児島市に鹿児島支社を開設 

平成13年11月 山口県山口市に山口支社を開設 

平成14年１月 札幌市西区に札幌支社を開設 

平成14年10月 大分県大分市に大分支社を開設 

平成15年１月 茨城県水戸市に水戸支社を開設 

平成15年２月 宮崎県宮崎市に宮崎支社を開設 
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年月 事項 

平成15年７月 石川県金沢市に金沢支社を開設 

平成16年１月 山梨県甲府市に山梨支社を開設 

平成16年１月 富山県富山市に富山支社を開設 

平成16年２月 福島県郡山市に福島支社を開設 

平成16年５月 山形県山形市に山形支社を開設 

平成16年６月 長野県松本市に長野支社を開設 

平成16年８月 防震グッズの販売開始 

平成16年10月 本社研修センターを設置 

平成17年２月 福井県福井市に福井支社を開設 

平成17年５月 島根県松江市に松江支社を開設 

平成17年11月 岩手県盛岡市に岩手支社を開設 

平成17年12月 沖縄県那覇市に沖縄支社を開設 

平成18年３月 東京証券取引所市場第二部に上場 

平成18年９月 長崎県西彼杵郡に長崎支社を開設 

平成19年３月 東京証券取引所及び大阪証券取引所市場第一部に指定 

平成19年６月 青森県青森市に青森支社を開設 

平成19年８月 高知県南国市に高知支社を開設  

平成20年７月 秋田県秋田市に秋田支社を開設  

平成21年７月 株式会社エヌケイパッケージ（現在、非連結子会社）を設立  

平成22年７月  株式会社エレコン（現在、非連結子会社）を子会社化  

平成22年８月 佐賀県小城市に佐賀支社を開設  

平成23年７月 海外事業部を開設  

平成24年６月 フランスのＮｉｐｐｏｎ Ｅｕｒｏｍｏｖｅｒｓ ＳＡＲＬ（現在、非連結子会社）を子会社化 
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 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社サカイ引越センター）及び子会社４社により構成さ

れており、事業は一般貨物自動車運送事業のうち引越運送事業、それに付随する業務を主とした事業活動を行ってお

ります。 

 当社が属する一般貨物自動車運送業界は、「貨物自動車運送事業法」（平成元年12月施行）及び「貨物利用運送事

業法」（平成元年12月施行）上、それらの業務を行うためには国土交通大臣の許可が必要となっております。また、

引越運賃料金の設定・改定（届出制）、事業計画の変更（認可制）等についても法定されております。 

 国内主要都市に支社を設置して、広く不特定多数の個人及び法人を対象として、委託を受けて作業を実施すること

により、個人及び法人の利便を図ることを主業務としております。 

［事業系統図］ 

  

  

  

 
  

３【事業の内容】
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  （注）当社は引越運送事業を日本全国に事業展開しているため、当該事業を地区別に区分してセグメントとしており

ます。 

なお、セグメントとブロック及び支社の関係は、以下のとおりであります。 

 (※)当事業年度において開設した支社であります。 

  

セグメントの名称 ブロック名 支社名 

北海道・東北地区 北海道ブロック 旭川、札幌、札幌北、札幌東、札幌南、函館 

東北ブロック 
青森、秋田、岩手、仙台北(※)、仙台中央（旧 仙台)、

東北（旧 仙台南)、山形、福島 

関東地区 
千葉ブロック 

柏、松戸、千葉東、千葉中央、千葉、千葉南、 

船橋、市川 

東関東Ａブロック 東京東、江戸川(※)、京葉、東京城東 

東関東Ｂブロック 
東京北、東京城西、川口、東京中央、越谷、三郷、 

足立(※)、練馬 

東関東Ｃブロック 
水戸、つくば、宇都宮、高崎、太田、大宮北、大宮、 

入間 

西関東Ａブロック 
東京南、品川、川崎、横浜北、横浜、横浜西、 

横浜南、横須賀 

西関東Ｂブロック 杉並(※)、世田谷、目黒 

西関東Ｃブロック 東大和、武蔵野、東京西、国立、八王子 

神奈川ブロック 
相模原、町田、神奈川西、神奈川南、小田原、湘南、 

鎌倉 

中部・東海地区 
東海ブロック 

長野、松本、山梨、沼津、静岡、掛川、浜松、豊橋、 

岡崎、豊田 

北陸ブロック 新潟、長岡、富山、金沢、石川、福井 

中部ブロック 
春日井、名古屋北、名古屋東、名古屋西、名古屋南、 

刈谷、一宮、四日市、津、岐阜 

近畿地区 
京滋ブロック 

びわこ、滋賀、京都北、京都東、京都西、京都南、 

枚方、京阪、北大阪 

大阪支社ブロック 
新大阪、港(※)、松原、大阪中央、鶴見、なにわ、堺、 

泉北、海外事業部 

大阪ブロック 
奈良、奈良南、東大阪、八尾、岸和田、南大阪(※)、 

和歌山 

兵庫ブロック 
豊中、吹田、阪神、尼崎、西宮、神戸東、神戸、明石、

明石西(※)、姫路 

中国・四国地区 中四国ブロック 
岡山、倉敷、福山、東広島、広島、広島西、 

広島南、松江、高松、松山、愛媛(※)、高知 

九州・沖縄地区 九州Ａブロック 山口、山口東、北九州東、北九州、北九州南 

九州Ｂブロック 福岡、福岡東、福岡中央、福岡西、福岡南 

九州Ｃブロック 
久留米、佐賀、長崎、大分、熊本、八代、 

宮崎、鹿児島 

沖縄ブロック 沖縄 

その他 － 不動産賃貸事業等  

－5－



 該当事項はありません。 

  

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．前事業年度に比べ従業員数が354名増加していますが、この増加は業容拡大に伴う定期採用等によるもので

す。  

３．平均年間給与は、税込支払給与額であり、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

４．従業員数のセグメント別内訳は、次のとおりであります。 

 （※）１．監査室員６名は、それぞれの常駐地区に含まれております。  

    ２．本社管理部門の従業員数（65人）は近畿地区に含めて記載しております。  

      

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。 

  

４【関係会社の状況】

５【従業員の状況】

  平成25年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

   （5,601） 4,027  31.8  5.0  4,310

  平成25年３月31日現在

セグメントの名称 
管理職・事務職 

（人） 
営業職（人） 現業職（人） 計（人） 

北海道・東北地区  79  69  245  393

関東地区  404  312  758  1,474

中部・東海地区  170  119  325  614

近畿地区  275  147  436  858

中国・四国地区  68  52  135  255

九州・沖縄地区  119  84  227  430

その他  3  －  －  3

合計  1,118  783  2,126  4,027

－6－



(1）業績 

 当事業年度におけるわが国の経済は、昨年４月以降、世界景気の冷え込みや景気の先行き不透明感を反映し、景

気の後退局面に入ったと思われる時期が続きました。しかし昨年11月の衆議院解散を機に始まった円安、株高は消

費者心理を改善するとともに、企業保有株の値上がりや年金運用の好転等を通じ家計や企業経営にプラスの影響を

及ぼし始め、企業業績改善への期待が急速に高まることとなりました。 

 また住宅業界におきましても過去最低の住宅ローン金利や住宅価格の先高見通し、消費税引き上げ等々の諸条件

から、模様眺めの雰囲気を脱し需要好転の気配が出てまいりました。 

 しかし引越業界は景況感改善の期待や気配先行のため、景気好転の恩恵を受けるには程遠く、依然として厳しい

シェア競争と価格競争に終始いたしました。 

 このような状況の下、当社では着実な経営努力を実施いたしました結果、取扱引越件数は639,950件（前年同期

比6.9％増）と増加し、売上高は 百万円（前年同期比7.4％増）となりました。 

 売上高につきましては、セグメント別構成比において、北海道・東北地区8.1％、関東地区35.5％、中部・東海

地区16.0％、近畿地区19.9％、中国・四国地区7.2％、九州・沖縄地区12.6％、その他0.7％となりました。 

 また、セグメント別の売上高増減率については、前年同期比で北海道・東北地区2.8％増、関東地区7.1％増、中

部・東海地区6.9％増、近畿地区9.2％増、中国・四国地区8.1％増、九州・沖縄地区7.1％増、その他37.0％増とな

りました。 

 法人向けの営業につきましては、取引拡大の結果、売上高は27,976百万円（前年同期比11.1％増）と増加しまし

た。 

 インターネットを利用した見積依頼による販売実績につきましては16,259百万円（前年同期比5.9％増）と増加

しました。 

 売上原価のうち労務費は19,804百万円（前年同期比4.8％増）となり、売上原価総額は 百万円（前年同期

比6.2％増）となりました。また、販売費及び一般管理費のうち人件費は10,754百万円（前年同期比15.1％増）と

なり、販売費及び一般管理費は 百万円（前年同期比10.4％増）となりました。 

 この結果、営業利益は 百万円（前年同期比5.0％増）となり、経常利益は 百万円（前年同期比5.6％

増）となりました。 

 また、当期純利益につきましては、 百万円（前年同期比12.0％増）となり、増収増益を達成しました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ 百万円増加し、当

事業年度末残高は 百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度の営業活動による資金は、 百万円の増加（前年同期の資金は 百万円の増加）となりまし

た。 

 これは主として、税引前当期純利益 百万円に対し、法人税等の支払額 百万円などの資金減少要因があ

りましたが、減価償却費1,493百万円などの資金増加要因があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度の投資活動による資金は、 百万円の減少（前年同期の資金は 百万円の減少）となりまし

た。 

 これは主として、有形固定資産の取得による支出が 百万円あったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度の財務活動による資金は、 百万円の減少（前年同期の資金は 百万円の減少）となりました。

 これは主として、借入による収入が6,400百万円あった一方で、借入金の返済による支出5,986百万円、設備関係

割賦債務の返済による支出633百万円及び配当金の支払額617百万円があったことによるものであります。 

  

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

58,649

35,462

18,307

4,879 5,118

2,558

563

2,022

4,722 5,389

5,052 2,534

3,321 2,550

2,774

837 2,505

－7－



































































































































  

＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社サカイ引越センターの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第36期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び

附属明細表について監査を行った。 

  

財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

サカイ引越センターの平成25年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

      

    平成25年６月17日

株式会社サカイ引越センター     

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 小竹 伸幸  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 内田 聡   印 



＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社サカイ引越センター

の平成25年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  

内部統制報告書に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。 

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、株式会社サカイ引越センターが平成25年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

  

 （注） １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成25年６月17日 

【会社名】 株式会社サカイ引越センター 

【英訳名】 Sakai Moving Service Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 田島 哲康 

【最高財務責任者の役職氏名】 － 

【本店の所在の場所】 堺市堺区石津北町56番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 



 当社代表取締役社長田島哲康は、当社の第36期（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）の有価証券報告書の

記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 確認にあたり、特記すべき事項はありません。 

  

１【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】



  

  

【表紙】

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成25年６月17日 

【会社名】 株式会社サカイ引越センター 

【英訳名】 Sakai Moving Service Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 田島 哲康 

【最高財務責任者の役職氏名】 － 

【本店の所在の場所】 堺市堺区石津北町56番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 



 代表取締役社長田島哲康は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計審議会

の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する

実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を

整備及び運用している。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものである。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。 

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成25年３月31日を基準日として行われており、評価

に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠した。 

本評価においては、財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行った上で、その

結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定している。当該業務プロセスの評価においては、選定された業

務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点につ

いて整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行った。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社の財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を

決定した。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社

を対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定

した。 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、売上高を指標として全事業拠点を対象とし、企業の事業目的

に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金、給料及び手当、臨時傭員費に至る業務プロセスを評価の対象とし

た。さらに、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスを財務報

告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加している。 

 上記の評価の結果、当事業年度末時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断した。 

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３【評価結果に関する事項】

４【付記事項】

５【特記事項】




